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第 1節問題の所在
第 2次世界大戦後約45年が経過したが，この間日本の経済構造ひいては消費
構造は大きな変化を遂げてきたと考えられる。
本稿は，このうち1953(昭和28)年から1989(平成元）年までの37年間の日本の家
計の消費支出行動についてワーキング・レッサー(Working-Leser)体系（絶対価
格版）をモデルとして用いて検討を行うものである。
本稿で用いるデータは， 全ての財を対象に大きく 5費目に集計したレベル
と， 5費目のうち食品をさらに細分化して考えたレベルの 2段階で考えられて
いる。この時細分化したレベルの品目についての条件付き需要関数はその予算
比率のとらえ方により 2種類の特定化が考えられるが，どちらの定式化がよい
かの判断を情報の不正確さ (informationinaccuracy)を用いてフィットの良さの
面から行う。
今回用いるワーキング・レッサ一体系は需要理論に基づいてその導出が行わ
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れており，さらにその理論の性質自身をモデルのパラメーターに関する線形制
約として検定することのできるモデルである。両レベルにおいて，これらの需
要理論の制約についての検定を行っていくこととする。この検定の際，以下の
点に留意して分析を進めたい。従来の検定においては需要理論に関する制約は
棄却されることが多かったが，その後この検定統計量は棄却しやすい方向にバ
イアスを持っていることが示された。それ以降この問題を解決する試みが多数
なされているので，本稿では従来の方法のみならずそれらの方法をも考慮して
より精確な検定を試みていきたい。
本稿の構成は以下の通りである。第2節で実証分析に用いるデータおよびモ
デルについての説明を行う。第 3節において今回行う検定について，従来取ら
れてきた方法，その問題点，また伝統的な手法に代わり得る厳密な検定手法に
ついて述べる。第4節で2種類の品目レベルそれぞれについての実証結果が述
べられる。まず，第 3節で検討した検定手法に基づき定数項の必要性あるいは
需要理論による制約が検定され，満足された制約下での推定結果，およびそれ
に応じた弾力性の値等が検討される。最後に第5節において結語が述べられ
る。
第 2節 モデルおよびデータ
本稿で用いるデータは，国民経済計算データに基づく 1953(昭和28)年から
1989(平成元）年までの37期間にわたる年次データである。
総消費支出額は，まず以下の 5品目に配分される。
1. 食料，飲料および煙草 2. 衣服およびはき物
3. 総家賃および光熱費 4. 家具，装備品，家庭器具および家計雑費
5. その他（医療輸送，娯楽・教育，その他）
上記の 1.食品支出額はさらに次の 5品目に配分される。
1. 穀類 2. 魚介，肉，乳・卵 3. 野菜，調味料，調理食品
4. 嗜好食品，酒・飲料 5. 煙草
38 
ワーキング・レッサーモデルによる需要理論
の検証：日本の場合， 1953-1989(橋本） 989 
ここでは各家計の支出行動が2段階に分けて考えられている[6 Jl)。すなわ
ち消費の対象となる個別の財がいくつかの大きな項目にグループ分けされて
おり，まず総支出額がグループ（大きな費目）間で配分され，その後各グループ
への支出額がグループ内の個別の財に配分されるというプロセスを考えている
のである。この時，第 1段階におけるグループ（大きな費目）の需要関数は総支
出額とグループ価格の関数として，またグループ内の個別の財の需要関数は当
該グルーフ゜への支出額とグループ内のみの財の価格の関数として表すことがで
きる。
これら 2レベルでとらえられた家計の支出行動に関するデータにワーキング
・レッサ一体系 [17,28]を適用し分析を行っていく。なお，以下用いる消費支
出関数で考えられている総消費額（以下，所得と表記する）あるいは各費目への支
出額は当該年次の人口を考慮した日本人一人当たりの所得，あるいは支出額で
ある。
集計した大きな費目に対する，第 1段階の支出行動を説明するワーキング・
レッサーモデルは(1)式のように定式化される汽
1)効用関数については弱分離可能であるとの仮定がおかれている。以下の談論では，強
分離可能性（加算性）は仮定されていない。
2)第 i財の需要関数 q;=Q;(X, Pi, ………，加）を全微分し，両辺にか/Xを乗じ，整
理すると
ap缶
w;dlnq;= dlnX+~ Pぁ aq;ax 了町dlnP;
=O;dlnQ+</J立 ;;dln(P;/P')
ただし，記号は(1)式および本文中と同様。
¢: 所得の感応性（所得の限界効用入の所得弾力性の逆数）
妬＝（入/¢X)p必 ui,u-1=[炉],uは効用関数のヘシアン行列
dlnP'=~O;dlnp; 
ここで冗;;=祉切一紐;8;とおき， (1)式での表記に改めて整理し直すと，次のよ
うなロッテルダム・モデル（絶対価格版） [24]が導出される。
w;DQ;=O;DQ十~11:;;DP;
さらに， 8;=/3け—W; を用いてこの式を書き直すと (1)式が導出される。
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(1) 砿(Dq;,-DQ、)=/i;DQけエ'lt:;DP;,
ただし砿=(w;, +wu-1) /2 
Dq;1=lnq;1-lnqu-1 D. 加=lnp;,-lnp;,-1 
DQ、＝エ砿Dqu
Qu, Pu, Witは第 t期第 i財のそれぞれ需要量， 価格，
および予算比率
このモデル3)は各品目の需要量を所得と価格の関数として考えており，パラ
メーター Pヽは限界配分率 8;=8pゅ/8X(Xは所得）を用いると P戸 8;ー 砿と
表すことができる。また， m はスルツキー係数である。
このモデルでは需要関数が満たすべき性質，加法性（予算制約），価格につい
ての零次同次性，スルツキー行列の対称性などはバラメーターに関する線形制
約式として次のように表すことができる。
(i) 加法性 ~{1;=0, 工'lt:;=O
(ii) 同次性工1t:;1=0
(ii) 対称性 TC;j=冗ji
このうち加法性は推定の際に自動的に課されてしまうために検定することがで
きないが，他の 2つの制約はパラメーターに関する仮説として検定することが
可能である。
次に，食品グループ内の品目についての，第2段階の支出行動に対する条件
付需要関数について考えてみる。第Gグループに属する第i財の需要関数は，
そこで考慮する第i財の予算比率を総支出額に対する比率で考えるか，あるい
3)ここでは価格の影響が絶対価格でとらえられている。ワーキング・レッサ一体系には
これとは別に相対価格で価格の項を考えた版もある。 2つの版の関係についての詳細
は[25]参照のこと。
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たが [11], その際には効用関数が加算的であるとの仮定を追加しモデルを定式化し
た。本稿で用いるワーキング・レッサー体系は絶対価格で価格効果をとらえているこ
と，効用関数に加算性を考えていないことの 2点が先の分析と異なっている。
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は当該グループ（食品）支出に対する比率でみるかによって次の 2種類の特定化
が考えられる[25]。
(2) 砿(Dqu-DQc,) = P/ Wc,DQc, +苔;冗G;;DP;,
JE 
(3) 砿'(Dqu-DQc,) =針DQc,+斎炉'Df;,
ただし We,= :E西：第Gグループ支出の総消費額に対する比率
JEG 
砿'=伽!We,:第 i財支出の第 Gグループ支出額に対す
る比率
DQc,=エ砒'Dqu
(2)式は第 i財の需要が第 G グループの実質所得 CDQc,)とグループ内の価
格 (D加）により決定されることを示した式である。射（条件付限界配分比率）を
用いると針＝肘ー砿’であり，また冗％は条件付スルツキー係数，グループ
全体への支出額と他の価格が一定の下で第i財価格が変化した時の第i財への
影響を示すパラメーターである(i,jEG)。この時，同次性制約はj盈冗G;;=O,
対称性制約は好;;=冗Gjj (i, jEG)と表される。
(3)式は(2)式の両辺を We,で割ることにより得られる。冗;/は修正スル
ツキー係数で，同次性により:Eir:;/=O,対称性により冗;/=ぴ,(i, jEG)との
制約がパラメーターに課される。
(2)式と(3)式の違いは，被説明変数が異なることと，両式で考えられてい
るバラメーターの性格が異なることである。 (2)式では冗％は定数と考えら
れているが，一方(3)式では冗;/が定数と考えられているので， We, 倍して
得られる冗％は変数でWe,に比例していることになる。この仮定のどちらが
よいかをアプリオリに判断することはむずかしいので，本稿ではそのフィット
のよさから両モデルを比較検討することにしたい。なお，その判断指標として
は情報の不正確さを用いる [23]。
第 3節 需要理論に関する検定手法
1960年代以降，需要理論を検定することのできる需要システムがいくつか開
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発されてきた。しかしながら，それらのモデルを用いて需要理論が検定された
結果，ほとんどの場合において否定的な結果が得られてきた[2,5,24]。
1978年ライティネン (Laitinen)は同次性の検定の場合について，伝統的に用
いられてきた対数尤度比検定統計量は，とりわけ体系の大きさに対し比較的標
本数が少ない時に，有意水準に関して大きな上方バイアスをもつことを明らか
にした[16]。続いてマイズナー (Meisner)が対称性の検定の場合について，そ
の度合いは同次性の場合と比べると小さいものの，同様に検定統計量が棄却の
方向にバイアスを持っていることを示した[18]。
これ以降，このバイアスを取り降くための試みが多くなされてきた[3,4, 14, 
22]一方，厳密な統計量を導出する試みもなされてきた。同次性制約について
はライティネンがホテリング(Hotteling)の y2統計量[1]に基づく厳密な検定
統計量を導出した。対称性制約に対してはフィリップス (Phillips)による一般
の線形制約に対する公式[19]から厳密な検定統計量を迎出することが可能であ
るが，この方法は非常に複雑でありあまり実用的ではない。
さて，今回分析しているモデルはその他の多くの需要体系と同じく説明変数
が各方程式において等しい SUR体系であると考えることができる。 この場
合，ジャヤティッサ (]ayatissa)[15]の手法を応用することにより， 回帰係数
についての線形制的に関する厳密な検定が等出される[13]。対称性はこの特殊
ケースであるので，この手法によれば同次性のみならず対称性に関する厳密な
検定を導き出すことができる。
本稿では，同次性あるいは対称性といった需要理論の制約を伝統的な尤度比
検定とともに，上で述べた厳密な検定手法によって検定していく。
需要体系を行列表示になおし，これらの検定手法についての説明を行う。
第 i財の需要方程式は次のように行列表示される。
C 4) y,=X/3け e;, i=l,2, …，n 
ここで Y;: 被説明変数のベクトル (TXl) 
x: 説明変数行列（各方程式で共通） (Txk) 
42 
ワーキング・レッサーモデルによる需要理論
の検証：日本の場合， 1953-1989(橋本）
p;: 回帰係数のベクトル (kxl) 
e, : 誤差項ベクトル (Txl) 
993 
ただし，誤差項 E:1,…，印は正規分布に従い， E(e;)=0, E(e,e/) =<11;lrと仮
定する。
体系全体を考える時には， E:1+…+e:n=Oであることから， 任意の方程式を
取り除き[2],n-1本のみの方程式について考慮すれば良い。
C 5) y*=XP*+e:* e;*~N (0, Z0J.. 分
ここで y*, P*, e:*はn-1個のサプベクトル Y;,p;, E:; からな
るそれぞれ (n-1)T, (n-l)k, (n-1) T次のベクトル
Z=[u;;], (n-1) x (n-1) 
P*に関する線形制約は
C 6) Rfi*=O R: px (n-l)k 
と表される。同次性制約は個々の方程式にかかる制約であるので， K次ベクト
ル V を用いて， R行列を(7)式のように表すことができる。
,C 7) R=ln-10v'v'= (0, 1, 1, …，1) 
従来用いられてきたF検定統計量は，二つの2次形式の比率から計算される。
分子に当たるのは
(8-a) b'だ{R[Z0(XX)-l訳｝ー 1Rb
(8-b) =b'ぬー1Rb/v'(XX)-1v
b:pのOLS推定量， n-1個のサプベクトル b;=(XX)-1X'Y;
からなる (n-l)k次ベクトル
分母に当たるのは
”―1 n―1 
(9) :E~u;;e;'e;=(T-n-l)trZーis
i=l J=l 
e戸あーXb;は第 i方程式の OLS残差ベクトル
S=[s;;], s;;=e/e;/(T-n-1) SはIの不偏推定量
であり，帰無仮説(6)式が真である時分子 ((8)式）は自由度 (n-1)の，分母
((9)式）は自由度(n-l)(T-n-1)のが分布に従う。よって，両者をそれぞ
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れの自由度で割った比率(10)式は，帰無仮説が真の時自由度n-1,(n-l)(T-
n-1)の F分布に従う。
(10) 
b'ぬー1Rb/v'(X'X)ーIv
通常2は未知であるので， 多くの場合その不偏推定量である Sに置き換えて
(10)式の計算を行う。この時 trS-1S=n-1 より(10)式の分母は定数となり，
(11)式で表される検定統計量は漸近的に自由度 n-1のが分布に従う。
(11) b'R'ぷ磯/v'(沢X)-1v
ライティネン[16]はモンテ・カルロ実験により，この検定統計量が大きく棄
却の方向にバイアスをもっていることを示した4)。 そして， (11)式の検定統計
量の厳密な分布がホテリングのr2分布であることを示した。この分布は，自
由度 (n-l)(T-2n+l)の F分布に (n-1)(T-n-1)/(T-2n+ 1)を乗じた
ものである。
同次性についてはライティネンの方法に従って厳密な検定を行うことができ
る。しかしながら，複数の方程式にわたる制約である対称性では，線形制約を
(7)式のように表現できない1こと，そのため検定統計量の分子が (8-b)式のよ
うに表せないことから，ライティネンの方法は適用することができない。
今回分析対象としているモデルを含め，需要体系には各方程式における説明
変数が等しいものが多い。 この条件の下では，次のような方法を用いること
で，対称性をも含む線形制約に対する検定を行うことができる[13]。
上記の仮定の下では b~NCP*, IR(XX)-1)であるので
(12) Rb~N (RP*, R(IR(XX)→） /?) 
ここで(13)のような性質を満たす Tx(T-k)行列 Zを考える。
4)この主因は誤差分散2を OLS推定址 Sで置き換えたことにあると考えられる。
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の一つとして，検定統計量の改善と併行して，推定手法の面から Sにかわるより良
ぃ2の近似行列の探索も行われている [8,26,27]。
ワー キング・レッサー モデルによる需要理論
の検証：日本の場合， 1953-1989(橋本）
(13) N=Ir-X(X:X)ー1X:=ZZ'
Z'X=O, Z'Z=Jr_,. 
995 
Zは Nの固有値1に対応する T次ベクトルz,を T-k個並べた行列であ
る。この Zを用い， (T-k)次ペクトルがを次のように定義する。
(14) e;*=Z'e; 
この時 E(e;*)=0, E(e;*e;*') =E[Z'Ne西'NZ]=a;;IT→9
(e1*', e2*', …ぶ*')~N(O,玲 fr_,.)
rを (T-k)/k以上の整数として定義し，かを r個の K次サプベクトル
e;c1, *; e;(2) *, …，e;c,*に分ける。
(15) e;(J)*=(eわ(j-l)k+l*, e;, (j-l)k+2*, …, e;, 1,.*)', k次ベクトル
この時 E(e;(J)*)=0, E(e;c;,*e,.(J)*') =a; 山，
E(e;(J)*ek<m>*') =O (for j=/=m)。
さらに Q,7/; を Q'Q=(X:X)-1,7/; = R(Ui!;)Q') (el(J>*', …, en(j)*')'と定義す
ると 7J1~N(O,R(I(gJ(X:X)-11?) (j=1,・・・,r)となり， p次ベクトル7/1,…，7/r 
は互いに独立である。
Rbと 7/iも互いに独立であることから，アンダーソン([1 ],p. 106, 定理 5.
2.2)より， (16)式で定義される検定統計量は，自由度 p,r-p+1, 非心度パラ
メーター b'J?[R(IR(X:X)一1)I?]ー1Rbの非心 F分布に従う。
(16) T2=(b'J?s*-1Rb/r) [(r-p+1)/p] 
ここで S""=:E'T); 初Ir
j=l 
この統計量は，方程式間で説明変数が等しくなければならないとの条件下では
あるが，一般の線形制約を厳密に検定することができる。本稿で用いるワーキ
ング・レッサー体系はこの説明変数に関する条件を満足しており， (16)式で表
される検定統計量を用いれば同次性のみならず，対称性をも検定することがで
きる。
しかしながら，この検定統計量はその作成の過程でデータ数に比して自由度
が非常に小さくなるため検定力はあまり強くない。そのため，本稿では，ライ
45 
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ティネンの方法も適用できる同次性制約については補助的にこの手法を用いて
検定を進めていくことにする。
第4節実証結果
[1] 集計されたレベルの実証結果
集計されたレベル，すなわち所得（総消費支出額）に関する大きな費目のレベ
ルについての実証結果について検討を行っていく。
ワーキング・レッサーモデルには第2節で検討したモデルに見られるように
理論的には定数項は存在しない。しかしながら今回用いたデータはかなり長期
にわたる時系列データであるので，期間中のトレンド的な動き，嗜好の変化を
説明するためのパラメーターである定数項をつけ加えたモデルをも用いて推定
を行った。
(1)式の定数項の必要性について伝統的な手法である対数尤度比検定を行っ
た結果，このモデルに定数項が不要であるとの帰無仮説は無制約5)の場合には
棄却されなかったものの，同次性，対称性の下では棄却された6)。 しかし，第
3節でも検討したようにこの手法には仮説を棄却しがちであるとの問題がある
ことが知られている。無制約，同次性下のモデルについてはライティネンの統
計量を用いて検定を行うことが可能であるが，その結果どちらの場合において
も定数項が必要でないとの仮説は棄却されなかった7)。 また，いずれの制約の
下でも全ての需要方程式における定数項の推定値は有意ではなかった。これら
のことを考え合わせると，モデル(1)において定数項が必要でない可能性は非
5)以下，「無制約」とは自動的に体系に課される加法性の性質のみが体系に課されてい
る場合を指す。
6) -2/n,1 (,1: 尤度比）の値は，無制約の場合4.872**, 同次性下で19.048, 対称性下で
17.854であった（＊＊印は 5形水準で仮説が棄却されなかったことを示す）。
7)検定統計盤の値は，無制約の場合0.0326**, 同次性下で0.9920**であった（＊＊印は脚
注6)に同じ）。
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表1 対数尤度比検定の結果（集計されたレベル）
I 定数項なし 定数項あり
~I 同次性 対称性 同次性 対称性
無制約 21. 32 32. 94 I 7.15** 19.96* 
同次性 1. 61 ** 12.81* 
H。は帰無仮説， H1は対立仮説を示す。
＊＊は5彩水準で，＊は1彩水準で仮説が棄却されなか
ったことを示す。
常に強いと考えられる8)0
997 
続いて，需要制約についての検定を行う。尤度比検定の結果9)は表 1にあげ
るとおりである。ここでは定数項のあるモデルの結果も参考のため併記した10)。
定数項がないモデルにおいては，尤度比検定では対立仮説が同次性の対称性
の検定のみが棄却されず，他の 2場合では需要制約は棄却された。しかし，同
次性制約について，ライティネン統計量は 0.1819, 橋本・大谷統計量は 12.31
8)この結論は，このデータが長期の時系列デークであること，またモデルは異なるがロ
ッテルダム・モデルにおいて同様の分析を行った際欧米における研究では定数項が必
要との結論が得られていること [24]とは相いれないものである。しかし，同じくロ
ッテルダム・モデルを用いて日本あるいは韓国のデークを分析した際には，デークの
対象時期によっては定数項が不要との結論が得られている [10,1, 21]。 これらの点
については今後一層の検討が必要と考えられる。
9)対称性は対立仮説を無制約にした場合と同次性にした場合の2通りで検定することが
できるが，加法性を満足している体系に対称性を課すと自動的に同次性制約も課され
てしまうため，無制約の状態に対して対称性のみの検定を行うことはできない。
10)定数項を加えたモデルでは，いずれの場合においても需要制約は棄却されないとの結
論が得られている。この結果は脚注12)でもふれるが，伝統的な手法を用いたときに
需要制約が棄却されがちなことを考え合わせると非常に特徴的な結果である。
また，同次性制約はライティネンの統計量(0.0491**), (16)式で表される橋本・大
谷の統計量 (0.4155**)によっても棄却されなかった（（ ）内は検定統計量，＊＊は5
彩水準で仮説が棄却されなかったことを示す）。なお定数項があるモデルについては，
自由度の問題から，対称性についての厳密な検定手法を適用することはできなかっ
た。
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表2 (1)式の対称性下における推定結果
j=l j=2 j=3 j=4 j=5 
I 
b; I -o.16s3 -0. 0114 0.0085 0.0223 0.1489 
(-12. 78) (-1.10) (0.92) (1. 54) (11. 45) 
c,1 I -o.10s2 0.0205 0.0475 -0.0017 0.0368 
(-3. 66)、 (1. 12) (3.37) (-0. 08) (1. 58) 
C刃 1 -0.0147 -0. 0131 -0. 0009 0.0082 
(-0. 70) (-1.11) (-0.05) (0.42) 
C3; -0. 0446 -0. 0044 0.0147 
(-3.36) (-0.33) (0.80) 
cり -0.0231 0.0301 
-(-0.84) (1. 35) 
Csj -0. 0898 
(-2.53) 
（ ）内は t値
36でありいずれも 5%水準で同次性制約を満足するとの結論が得られた。対立
仮説を無制約とした場合の対称性についてはこれらの手法は適用できないが，
同次性についての結果と対立仮説を同次性としたときの対称性の検定結果11)を
考え合わせると対称性が満足されている可能性が高いと考えられ，定数項がな
いモデルにおいても全ての制約が満足されていると考え得ると思われる12)。
以上の結果より，集計されたレベルの推定結果として，定数項のない(1)式
に対称性制約までの全ての制約を課したモデルの推定結果を表2にあげる。
推定値は所得バラメーター（い 5つ中 2つが有意，価格パラメークー (c,1)
15個中4つが有意であった。所得パラメークーが有意でなかった2.衣服， 3.住
居， 4.家具については価格パラメークーの推定結果も総体的にあまり芳しくな
かった。とりわけ2.衣服， 4.家具は自身の価格も含め全ての説明変数の推定値
が非有意であった。これ以外の 3品目では少なくとも自己価格パラメーターの
11)同次性の課されたモデルで対称性を検定した橋本・大谷統計量は2.5273であり 5彩水
準で対称性は満足された。
12)脚注8)でもふれたが， 日本あるいは韓国の， とりわけ経済成長著しい時期のデーク
を用いた場合，需要理論が尤度比検定を用いても棄却されないとの結論が得られてい
る[12,21]。定数項の問題も含めこの特殊性が何に起因するかは非常に興味深い問題
である。
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表3 (1)式（定数項なし・対称性）における弾力性値
j=l j=2 j=3 j=4 j=5 
e; 0.4797 0.8688 1.0535 1. 3242 1. 4107 
B1j -0.4740 -0. 0446 -0. 0410 -0.4524 -0.3548 
e2; 0.0218 -0. 2446 -0.1741 -0.1279 -0. 0995 
e3; 0.0708 -0. 2892 -0.4487 -0.2739 -0.1829 
84; -0.0382 -0.0704 -0.1005 -0.4262 -0. 0143 
es; -0. 0601 -0.2201 -0. 2891 -0.0438 -0. 7592 
61;* -0.3188 0.2365 0.2998 -0. 0240 0.1016 
62;* 0.0633 -0.1693 -0. 0829 -0. 0132 0.0227 
知＊ 0.1468 -0.1515 -0. 2818 -0. 0642 0.0406 
e41* -0. 0051 -0. 0105 -0.0279 -0. 3349 0.0829 
知＊ 0.1138 0.0949 0.0928 0.4363 -0.2477 
推定結果は有意であり，また C13(住居価格の食品支出への影響）が有意な値で推
定された。
この推定結果に基づき所得弾力性 (e,),価格弾力性 (e,;), 補償された価格
弾力性 (e,1*)をそれぞれ求めた（表3)。
所得弾力性の値より1.食品， 2.衣服は必需品， 3.住居， 4.家具， 5.その他は
奢俊品と判断された。これらの値の傾向は概ね妥当と考えられるが，住居費の
弾性値が若干高いように感じられる。住居費は家賃，光熱費，水道費の 3つの
項目からなっているが，中では圧倒的に家賃の比重が高く (1960年代以降はほぼ
8割強），ここで得られた住居費の高い弾力性は家賃に関する所得弾力性が高
いことを示唆していると思われる。家計の支出行動に関わるデークとしては今
回用いた国民経済計算データに並んで『家計調査年報」（総務庁統計局）がよく
用いられるが，家計調査の住居費には帰属家賃は含まれていない。家計調査デ
ークを用いた場合住居費に関する所得弾力性は必需品的な傾向を示すことがあ
るが[9], 上記の点を考慮するならば，住居費に関する所得弾力性についての
解釈を行う際にはその内容に十二分に留意する必要があろう。
ここで分析対象としている品目構成は大きく集計された分類であることから
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予想されるように，価格弾力性の値はほとんどの費目が互いに代替財であるこ
とを示しているが，若干の品目間（衣服と食品，住居と食品）に補完関係が観察さ
れた。また補償された価格弾力性に関しては，負性（スルツキー行列は負値定符
号である）より理論的には自己価格弾力性は負の値をとらねばならないが，こ
の制約は 5財ともで満たされていた。
[2] 食品に関する費目の実証結果
次に，第 1段階で決定された食品支出をさらに 5品目に配分する第 2段階の
支出行動について検討を行う。
第 2節で検討したように，第2段階の消費行動に関する条件付き需要関数に
ついては(2), (3)式の 2つの定式化が考えられる。
まず，両モデルそれぞれにおいて，定数項の必要性について対数尤度比検定
を用いて検討を行った。その結果，両モデルともでいずれの制約下においても
定数項は不要との帰無仮説は棄却されなかった13)。そこで，以下の分析には定
数項をつけないモデルを用いて検討を進めていく。両式の対称性まで課した推
定結果を表4にあげる。
(2)式， (3)式いずれの定式化が妥当かを判断するために，それぞれの体系
全体におけるフィットの良さを情報の不正確さを用いて検討した。
第 t期のモデル全体の情報の不正確さ(/,), そのうち第 i方程式の寄与す
る部分 Uu)はそれぞれ次のように定義される [7,20]。
(17) I,=I::wit'ln(伽'/wit')
(18) lit=必u'-wit'+wu'(w;//如')
13)検定統計葦の値は， 無制約， 同次性， 対称性の順に， (2)式で 7.32**, 5. 62**, 
5. 66**, (3)式で4.75**,4.13**, 5.48**であった。また，この結論はライティネン
統計抵を用いても支持された。ライティネン統計批の値は無制約，同次性の順に(2)
式で0.0508**, 0. 1341 *, (3)式で 0.0318**,0.2080**であった。（＊＊は5%水準で
仮説が棄却されなかったことを示す。）
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表4 対称性下における推定結果（食品5品目）
(2) 式
1001 
j=l j=2 j=3 j=4 j=S 
? ??
C1j 
C2J 
Ca; 
C4J 
CsJ 
-0. 2044 0. 1397 -0. 0399・0. 1008 0. 0038 
(-2. 30) (3. 44) (-1. 95) (-3. 27) (0. 27) 
-0. 3388 0. 1899 -0. 0235 0.1188 -0.-0535 
(-0. 91) (1. 12) (-0. 28) (0. 92) (0. 96) 
-0. 4501 0. 0205 0. 2149 0. 0247 
(-4. 60) (0. 41) (3. 10) (0. 81) 
-0.1727 0.1438 0. 0319 
(-3. 93) (3. 32) (1. 52) 
-0. 4480 -0. 0295 
(-6.36) (-1.11) 
-0.0806 
(-3. 68) 
(3) 式
j=l j=2 j=3 j=4 j=S 
? ??
C1; 
C2j 
Caj 
C4; 
CsJ 
-0. 2030 0.1236 -0. 0420 0.1163 0. 0051 
(-3.10) (3. 92) (-2. 29) (3. 94) (0. 31) 
-0. 0640 0. 0373 -0. 0112 0. 0188 0. 0191 
(-0. 92) (1. 14) (-0. 62) (0. 63) (1. 26) 
-0. 1336 0. 0114 0. 0763 0. 0086 
(-4. 98) (0. 85) (3. 94) (0. 94) 
-0. 0489 0. 0366 0. Ol21 
(-4. 16) (2. 94) (2. 02) 
-0.1218 -0. 0099 
(-5.13) (-1.12) 
-0.0298 
(-4.15) 
（注） (2)式の叩値は実際の推定値を 103倍した値
表5は両モデル（無制約の場合）について， (17)(18)それぞれの指標の期間中
の平均値を計算した結果を示している。これより明らかなようにいずれの方程
式においてもまたモデル全体をとっても， (3)式が(2)式の結果を上回ってい
る。よって，本稿では第2段階における条件付き需要関数として(3)式を用い
て分析を進めていくことにする。
定数項をつけない(3)式において各需要理論の制約が満足されているかを対
数尤度比検定によって検討したところ（表6), いずれの制約も満足されるとの
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表5 情報の不正確さによる(2), (3)式の比較
I (2)式 (3)式
L 917.64 475.42 
]~ 595.35 236.42 
12 117. 36 61.05 
ls 40.26 28.39 
L 84.48 76.69 
ls 80.19 72.86 
数値は実際の値を 106したもの。
表6 対数尤度比検定の結果（食品5品目， (3)式）
~I 同次性 対称性
無制約 2.39** 16.68** 
同次性 14.29* 
HOは帰無仮説，凡は対立仮説を示す。
数字の右肩の＊＊は5彩水準で， ＊は1%
水準で仮説が棄却されなかったことを示
す。
結論が得られた14)。また，体系へのフィットは(3)式に劣ると判断された(2)
式においても同様に全ての場合において需要理論は満足された15)。
対称性まで課した(3)式の推定結果は表4にあげた通りである。所得パラメ
ーターについては5.煙草以外の品目では有意な値が得られ，また価格パラメー
ターについては15個中 7つの有意な推定値が得られた。自己価格パラメーター
は1.穀類のみで有意な結果が得られなかった。また4.嗜好品に関わる交差価格
パラメーター (C24, C34) に有意な結果がみられた。
14)この結果はライティネン統計菌 (0.0155)によっても，橋本・大谷統計盤（同次性：
1. 409, 対称性： 5.949)によっても 5形水準で支持された。
15)尤度比検定の結果は， 同次性： 0. 98, 対称性 (H1:無制約）： 13. 78, 対称性 (H1:
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同次性）： 12.80であり，いずれも 5形水準で帰無仮説は棄却されなかった。また，ラ
イティネンの統計量による同次性の検定，楯本・大谷手法による同次性，対称性の検
定のいずれにおいても 5%水準で仮説は棄却されなかった。
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表1 (3)式（対称性）における弾力性値
I j=l j=2 j=3 ， j=4 j=5 
e; ¥ -0.1636 1. 4432 0.8090 1. 5877 1.0564 
e1; -0. 3154 -0.1597 -0.2154 -0. 2266 -0. 0048 
e2; 0.1838 -0. 8787 -0.1770 -0. 0690 -0. 2050 
ea; -0. 0553 -0. 2757 -0.4001 -0.1653 -0.1001 
e•i 0.0927 -0. 0221 0.0023 -0. 9191 -0. 3236 
e刃 0.0942 -0.1008 -0. 0190 -0.1922 -0. 4230 
的＊ -0. 3153 0.1320 -0. 0511 0.0926 0.2097 
e2i* 0.1838 -0. 4724 0.0518 0.3756 0.0938 
e3;* -0. 0553 0.0403 -0. 2222 0.1804 0.1322 
的＊ 0.0927 0.2699 0.1667 -0. 5997 -0.1089 
幻＊ 0.0942 0.0302 0.0548 -0. 0489 -0. 3267 
この推定結果をもとに各種の弾力性を求めた結果を表 7にあげた。
所得弾力性 (e;)の結果より 1.穀類は下級財， 3.野菜・惣菜などは必需品，
2. 肉・魚介類， 4.酒・飲料， 5.煙草は奢俊品との結論が得られ，特に2.肉・魚
介類の弾性値は高かった。これらの値は妥当なものと考えられる。
また価格弾力性 (e;;)より多くの品目が代替関係にあることが示されたが，
1. 穀類に関する弾力性にいくつか補完関係を示すものがみられた。また，補償
された自己価格弾力性 (e;;*)は5財ともで負の値を示し， 理論的制約である
負性が満足されていることを示した。
第5節結びにかえて
本稿では1953年から1989年にわたる長期時系列データを用いて， 日本の家計
の支出行動をワーキング・レッサーモデルにより分析した。この時2段階の予
算行動を考え，品目分類として大きく集計されたレベルと食品に関する細分化
されたレベルの 2つを考えた。
需要理論（同次性・対称性）に関する検定については，伝統的手法を用いた場合
その検定統計量のバイアスのため仮説が棄却されることが多いが，本稿の分析
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においてはいずれのレベルにおいても従来報告されている結果とは異なり尤度
比検定においても仮説が棄却されない場合が多数観察された。このことは，今
回分析に用いた枠組みにおいては非常に強く理論が支持されていることを示す
とともに，その枠組みひいては日本の家計の支出行動の特殊性を示唆するもの
と考えられる。この点に関しては今後検討していくこととしたい。
多くの推定結果，所得弾力性は有意で妥当な値を示したが， 2つのレベルを
比べると集計レベルでの結果が芳しくなかった。とりわけ， 2.衣服， 3.住居，
4. 家具については充分にその支出行動を説明することができなかった。それぞ
れの品目の内容についてさらに吟味するとともに，これらはいずれも耐久性の
高い品目と考えられるのでその点に留意して分析する必要があると考えられ
る。この点についても今後の課題としたい。
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